




























【正解と解説】

●問題Ⅲ-1
正解は④
乾球温度と湿球温度が等しくなるのは相対湿度が100%（飽和状態）のときである。未飽和
（50%）の空気中では水の蒸発潜熱が奪われるため、湿球温度は乾球温度より低くなる。

●問題Ⅲ-2
正解は⑤
濡れた表面からの水の蒸発プロセスと対流熱伝達の相似性はルイス則などで表される。フ
ィックの法則は濃度勾配に基づく定常分子拡散を表す法則であるため誤りである。

●問題Ⅲ-3
正解は⑤
グラスウール等の多孔質吸音材を剛壁に直貼りする場合、材厚を厚くすることで吸音層の
厚みが増加し、波長の長い低音域の吸音率も向上する。向上しないとする記述は誤りであ
る。

●問題Ⅲ-4
正解は②
換気回数は単位時間当たりの換気量を室容積で除した指標であり、窓の開閉頻度そのもの
を直接表すものではない。30分に1回の窓開けで換気回数が2回/hとなるとする記述は不適
切である。

●問題Ⅲ-5
正解は①
熱伝導率は、押出発泡ポリスチレン（約0.03）、合板（約0.15）、ガラス（約1.0）、コ
ンクリート（約1.5）、ステンレス鋼（約16）の順に大きくなる。

●問題Ⅲ-6
正解は③
大気中での日射の吸収は、主に赤外域を吸収する水蒸気や紫外域を吸収するオゾンによっ
て行われる。二酸化炭素による吸収が主で水蒸気はわずかであるとする記述は誤りであ
る。

●問題Ⅲ-7
正解は④
建築基準法に基づく排煙設備は避難安全の確保を主目的とし、消防法に基づく排煙設備は
消防隊による消火・救助活動の支援を主目的としている。

●問題Ⅲ-8
正解は④
換気による水蒸気排出量は50×1.2×(8−3)＝300g/hである。これに除湿機による除湿量
50g/hを加えることで、室内の水蒸気発生量は350g/hと求まる。

●問題Ⅲ-9
正解は③
オフィスビル等において冷房負荷を効果的に低減するための日射遮蔽型複層ガラスでは、
Low-E膜は室内側ではなく「室外側ガラスの空気層側」に配置する。

●問題Ⅲ-10
正解は⑤
飲料用受水槽等の開放水槽の設置基準において、保守点検スペースとして水槽上面は1.0m
以上、側面および底面（下面）は0.6m以上の空間を確保することが規定されている。

●問題Ⅲ-11
正解は②
デシカント空調における除湿は、シリカゲルやゼオライト等の固体吸湿剤に空気中の水蒸



気を直接吸着・吸収させる方式であり、冷却凝縮による除湿ではない。

●問題Ⅲ-12
正解は①
バリアフリー新法において、オストメイト対応水洗器具の設置対象は便房（車いす使用者
用便房等）であり、小便器に設けるとする記述は不適切である。

●問題Ⅲ-13
正解は⑤
デング熱の病原体はデングウイルスであり、ネッタイシマカやヒトスジシマカなどの蚊を
媒介して感染する。黄熱ウイルスが病原体で飛沫・空気感染するとする記述は誤りであ
る。

●問題Ⅲ-14
正解は②
放射性物質が放射線を出す強さ（放射能）を表す単位はベクレル（Bq）である。シーベル
ト（Sv）は人体が受けた放射線による被曝影響線量を表す単位である。

●問題Ⅲ-15
正解は①
衝突粘着式エアフィルタは、粘着剤を塗布した金属網等に慣性衝突させて粉じんを捕集す
るもので、主に粗大粒子（粗じん用）を対象とする。微細粉じん用まで種類が多いとする
記述は誤りである。

●問題Ⅲ-16
正解は②
換気量は25×2.0＝50m3/hである。CO発生量100mL/h（0.0001m3/h）による濃度上昇分は
(0.0001/50)×10^6＝2ppmとなり、外気濃度4ppmと合わせて室内濃度は6ppmとなる。

●問題Ⅲ-17
正解は④
オゾン（O3）は、常温において特有の強い刺激臭（青臭い臭気）を持つ淡青色の気体であ
る。無臭とする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-18
正解は④
塩素消毒において、強い殺菌力を持つ次亜塩素酸（HOCl）の比率はpHが低い酸性側で高ま
るため、pHが低いほど消毒効果は向上する。低下するとする記述は誤りである。

●問題Ⅲ-19
正解は⑤
偏性嫌気性細菌（絶対嫌気性細菌）は、酸素が存在すると生存や増殖ができない細菌群で
あり、溶存酸素を利用することはできない。

●問題Ⅲ-20
正解は③
接触ばっ気方式の浄化槽フローは、沈砂槽の後、微細目スクリーン（A）で夾雑物を除
き、流量調整槽（B）を経て接触ばっ気槽（C）で好気性生物処理を行う構成となる。

●問題Ⅲ-21
正解は②
JIS K 0102において、pHの測定方法はガラス電極法が規定されている。隔膜電極法は溶存
酸素（DO）等の測定に用いられる手法であるため不適切である。

●問題Ⅲ-22
正解は①
生活環境の保全に関する水質環境基準において、河川の有機汚濁指標として定められてい
るのは生物化学的酸素要求量（BOD）であり、CODは湖沼や海域に適用される。



●問題Ⅲ-23
正解は③
日除去BOD量は200×(200−20)×10^-3＝36kg/日である。転換率60%より乾燥汚泥量は
21.6kg/日となり、含水率98%（固形分2%）より発生汚泥量は約1.08m3/日となる。

●問題Ⅲ-24
正解は②
循環型社会形成推進基本法第2条第3項において、「循環資源」とは廃棄物等（廃棄物及び
使用を終了した物品等）のうち有用なものをいう、と明確に定義されている。

●問題Ⅲ-25
正解は①
第四次循環型社会形成推進基本計画において、2025年度の最終処分量の目標値は1,300万
トン（A）であり、2018年度実績（1,310万トン）は2000年度比で約77%減少（B）してい
る。

●問題Ⅲ-26
正解は⑤
日本におけるバーゼル条約の国内担保法としては、条約の的確な実施を確保するため「特
定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（バーゼル法）」が新規に制定された。

●問題Ⅲ-27
正解は④
ストーカ式焼却炉において、ダイオキシン類は主に排ガス冷却過程でのデノボ合成によっ
て生成してばいじんに付着するため、飛灰中の濃度の方が主灰（焼却灰）よりも格段に高
い。

●問題Ⅲ-28
正解は③
低位発熱量は、燃焼生成水が水蒸気のまま凝縮しないとしたときの発熱量（真発熱量）で
ある。水分が凝結して液体の水になるとしたときの発熱量は「高位発熱量」である。

●問題Ⅲ-29
正解は⑤
破砕工程における爆発対策では、爆発時の過大な圧力を速やかに外部へ逃がす放散ベント
（爆発放散口）を設けるのが基本であり、室内を密閉する設計は極めて危険で誤りであ
る。

●問題Ⅲ-30
正解は③
DBO方式は、施設の設計・建設・運営を民間事業者に一括委託する方式であるが、資金調
達は公共側（地方自治体）の財源で行う公設民営方式である。

●問題Ⅲ-31
正解は④
一般廃棄物最終処分場の施設数は山間部が最も多く、次いで平地部、海面部の順である。
海面が平地より多いとする記述は実態と異なり誤りである。

●問題Ⅲ-32
正解は②
安定型最終処分場に埋立可能な産業廃棄物は、性状が安定して有害物質を含まない廃プラ
スチック類、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・コンクリートくず・陶磁器くず、がれき
類の5品目である。

●問題Ⅲ-33
正解は⑤
活性炭吸着法は、水中の微量なダイオキシン類を活性炭表面の微細孔に物理的に捕捉・吸



着させて除去する高度処理技術であり、ダイオキシン類を化学分解するものではない。

●問題Ⅲ-34
正解は④
不法投棄の実行者には、排出事業者や無許可業者だけでなく、廃棄物処理法に基づく許可
を受けた処理業者が関与する事案も依然として発生している。

●問題Ⅲ-35
正解は①
災害廃棄物は、被災した家屋や家財等に起因して発生する廃棄物であり、生活環境の保全
や公衆衛生の確保、迅速な復旧・復興を目的として市町村等が処理を実施する。


